東大和市長　尾又正則様
緊急要望書
東大和市社会福祉協議会が移動支援事業の委託を断った件

　本年１０月１日より障害者自立支援法が本格施行となり、旧来の外出介護が市の委託事業である地域生活支援事業の移動支援に移行されました。この委託を東大和市社会福祉協議会が断ったことによって、利用者が大変困難な状況に立たされています。
また、地域福祉の中核となるべき社会福祉協議会が「赤字になる事業だから」「体制を整えるのが困難」など、他の民間事業所も同様に抱えている理由でこの事業から撤退することは到底許されるべきではないと思います。市は再三「１０月からの本格施行に間に合うように」とか「サービスの低下が無いように」と発言しておられたのですから、今回のことに責任を感じていただくとともに、社会福祉協議会のあり方について検討してくださるようにお願いし、下記の２点について速やかな対応を要望します。

１．社会福祉協議会に対する他の委託事業についての見直し

　　　　　今回、「赤字になる」「体制が整わない」などの理由で、移行期間もほとんど無く、内部で事業撤退を決定しました。この決定方法は利用者の不安に繋がります。他の事業についての継続性にも疑問を持たざるをえません。ぜひすべての委託事業の再検討と確認をしてください。

2、今回ヘルパー派遣を断られた方の追跡調査をお願いします。

　　　今回の当事者は視覚障害の方で、どの事業所もすぐに動けるヘルパーが少ないと聞いています。派遣を断られた方が１０月１日以降外出することができないようなことがあれば、大変な人権問題です。ぜひ追跡調査とその後のフォローをお願いします。
2006年10月10日

東大和市障害福祉ネットワーク　代表　海老原宏美

TEL：042-567-2622
